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研究成果の概要（和文）：本研究は、超高齢化社会を迎える我が国において高齢者が住み慣れた

自宅で生活を継続し看取られ死を迎えることが可能な社会の実現を目指し以下の研究を実施し

た。ＮＰＯ等民間団体が行う高齢者などへの居住支援の実態を把握し今後の課題を明らかにし

た。在宅居住高齢者の外出行動を調査し自発的に外出できる場を持つことの重要性を明らかに

した。在宅看取りを行った家族を対象に事後評価調査を実施し在宅看取りの評価を行った。 

 
研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to reconstruct the social system based 

on death in the super ageing society. The results of this study are as follows. The problem is 

clarified by this research of housing assistance by NPO. The importance of going out 

voluntarily is clarified by this research of elderly going out action. Home taking end-of-life 

care is evaluated by elderly family.  
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１．研究開始当初の背景 

 我が国の高齢者施策では、個人が亡くなる
こと＝「死」を否定的に捉えており、むき出
しの自然としての死は忌むべきものとされ
てきた。この捉え方は、死にゆく高齢者を一
般社会から隔離しようとする傾向、死を出来
るだけ先に引き延ばそうとする傾向を生み
出した。「死」という存在をありのまま受け
入れ、死と向き合うことこそが、「生」の肯
定につながるのではないだろうか。 

 

２．研究の目的 

 以上の考え方より、本研究では、死を遠ざ
け先延ばしにしようとする既存の死生観の
転換を図り、「いつ・どこで・どのように亡

くなりたいか」という「死」への問いを出発
点として、死を自然の過程として肯定的に捉
え、「死」を迎える瞬間までの最大限の QOL

を達成するために求められる、ハード・ソフ
トを含めた社会基盤の再構築を目指す。 

 

３．研究の方法 

 本研究では「能く生き良く死ぬ」ことが可
能社会とは 
 ①亡くなる直前まで社会参加でき、 
 ②亡くなるまで地域の中で安定居住し、 
 ③死生観に合致した看取りが行われ、 
 ④死後の安心が得られることが可能な 
上記 4点が満たされた、亡くなるまで自己実
現可能な社会と定義する。上記 4点が満たさ
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れた社会を実現すべく以下 3件の調査を実施
した。 
 
（１）ＮＰＯによる高齢者支援活動の実態把
握調査 
 「②地域の中で安定居住」に関して、地域
との関係性が希薄である、民間賃貸住宅に移
転する高齢者に対して、入居支援や生活支援
を行うＮＰＯの活動実態を把握し、高齢者が
受ける支援の内容を個別に調査して、支援の
効果と課題を明らかにする。 
 
（２）在宅高齢者の自然発生的交流空間に関
する調査 
 「①社会参加と②安定居住」に関して、在
宅居住高齢者を調査対象に外出実態を把握
し、高齢者が自然発生的に集まり交流してい
る場所での高齢者の活動を調査することに
より、高齢者が自然発生的に集まり交流する
空間の重要性を明らかにする。 
 
（３）在宅看取りを行った家族による在宅看
取り事後評価調査 
 「③死生観に合致した看取り」に関して、
在宅看取りの実態を医療機関などサービス
提供者ではなく、サービスを受給する看取り
を行った家族からの情報より把握し、看取り
を経験した家族が在宅看取りの事後評価を
行うことにより在宅看取りを評価する。 
 
４．研究成果 
 
(１)ＮＰＯによる高齢者支援活動の実態把
握調査 
①福岡市におけるＮＰＯの支援活動 
 民間賃貸住宅への入居を希望する高齢者
等に対して、物件探し等の入居前の支援と、
安否確認等の入居後の生活支援を行う「介護
賃貸住宅ＮＰＯセンター」を対象に、支援を
受けた高齢者 33 件分の実態を調査した。 
1-1-1 高齢者の特徴 
単身世帯が 32 件で、うち男性が 20 件と多

い。年齢は 60 代前半 6件/後半 9件、70 代前
半 6 件/後半 8 件、80 代が 4 件である。介護
認定を受けているのは 12 件で、70・80 代で
身体的問題を抱えていない者もみられる。 
生活保護が主な収入源の者が 19 件と半数

以上を占め、収入は総じて低い。転居の理由
は、民間借家の立ち退き、退院後の行き先確
保、親族宅からの独立、ホームレス状態から
の自立等である。連帯保証人が確保できずに
ＮＰＯによる転貸で入居する場合が多い。 
 このような親族や地域との関係が切れた
厳しい状況の高齢者が対象となっている。 
1-1-2 支援の内容と頻度 
 入居前の支援では、個々の事情を聞き取る
「相談・面接」、ニーズに見合った入居可能

な物件を探す「物件選定・案内」が中心であ
る。地域に不慣れな面を助けるための「公的
手続支援」や「引越支援」もなされる。 
 入居後の支援では、乳製品配達や訪問・電
話連絡で行われる「定期確認」が中心で、確
認で異常があった場合には病院への搬送等
の「緊急時対応」が行われる。その他、家具・
家電の不具合への対応や生活用品の配達等
の個別の生活支援や、体調不良の相談や病院
等の紹介の「健康相談・対応」もなされる。 
 健康上の理由等で居住が難しくなり退去
する場合には、「関係者協議」を行った上で
の「転居先斡旋」が行われ、死亡時には「残
存家財処分」や「葬儀の手配」も実施される。 
 このうち生活支援で最も重要な入居後支
援に関して、支援内容別の 1 月あたりの実施
時間を集計したのが［図 1-1］である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1-1 入居後支援の種類別 1月あたり実施時間 

 これより平均の対応時間は 78.8 分/月で、
うち「定期確認」が１／３程を占めるが、内
容及び頻度は個人差が大きく、ほとんど必要
としない人から、金銭管理を含む多種の支援
を長時間要する人まで様々である。関係性が
希薄な人が地域で暮らすには、本ＮＰＯのよ
うな団体の多様な支援が不可欠である様子
がうかがえる。 
1-1-3 「死」を意識したケアの実情 
 事例中で死亡に至ったのは５件で、うち３
件は入院後の死亡、２件は室内での死亡であ
る。前者では入院手続の支援や見舞い時の相
談対応や生活用品配達等がなされ、親族等を
代替する支援が行われている。後者でも残存
家財処分や葬儀の手配がなされており、実際
的かつ心理的な安心につながるといえる。 
 しかし支援が終了したその他の 10 件は、
定期確認の中でみられた問題を受けて、施設
への移転や入院の措置が早期に実施されて
おり、地域で最期まで看取る支援はなされて
いない。賃貸であるため室内での死亡が嫌悪
されること、ＮＰＯが看取りまでの支援を行
うのは難しいことが理由と考えられる。 
 
②世田谷区における公民連携の支援活動 
 賃貸入居を希望する高齢者に、入居前支援
を行政住宅課「住まいサポートセンター」が、
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入居後支援をＮＰＯ「せたがや福祉サポート
センター」が行う世田谷区を対象に、入居後
支援を受ける高齢者 15 件の実態を調べた。 
1-2-1 高齢者の特徴 
 いずれも単身で、男性 11 件女性 4 件であ
る。年齢は 60 代 2件、70 代前半 4 件/後半 6
件、80 代 2 件、90 代 1 件となっている。介
護保険を受けていない人が対象の事業のた
め、基本的には自立生活が出来る人である。 
 収入では生活保護受給者が 13件と多数で、
所得額は低い。転居理由は、立ち退きや安い
住宅への移転であり、親族等の協力が得られ
ず保証会社を使うのが 11 件となっている。 
 こちらも親族・地域との関係が希薄な高齢
者を支援する形である。 
1-2-2 支援の内容と頻度 
 入居前の支援では、行政の窓口が問い合わ
せに応対した上で、業界団体から派遣された
業者による「賃貸物件情報提供サービス」が
行われる。物件内覧の際には必要に応じてＮ
ＰＯによる同行である「へや探しおでかけサ
ポート」がなされる。契約時に保証人がいな
い場合は会社による保証を提供する「居住支
援制度」が使われる。 
 入居後の支援では、定期的な訪問や電話連
絡で安否を確認し、問題があった場合に緊急
対応等を行う「住まいあんしん訪問サービ
ス」がＮＰＯ及び行政によって実施される。 
 このうち入居後支援の実施状況を示した
のが［表 1-1］である。 

表 1-1 入居後支援の実施回数 

 
 
 
 
 
 支援の基本はＮＰＯによる「定期訪問」で
あり、平均で 3.3 回/月行われている。この
回数は高齢者との相談で決められるが、２～
４回/月とおおよそ同程度の回数である。 
定期訪問で問題や依頼があった際に行わ

れるのが「特別対応」で、具体的には、安否
が確認できないため区に連絡する、生活相談
を受けて関係機関につなぐ、健康状態等の異
常に対応する、家主・近隣住民等との問題に
対応する、がみられる。ＮＰＯの連絡等を受
けて区のスタッフが応じるのが「区の対応」
である。これらの頻度は個人で大きく異なり、
全くない事例から、Ｂのように多数のものま
で様々である。相談が中心で個別の生活援助
は行われないが、このようなＮＰＯによる一
次確認と行政による二次対応があることで、
居住の安心が得られていると考えられる。 
1-2-3「死」を意識したケアの実情 
 入居後支援の中で死亡したのは２件で、何
度も訪問したが確認できず、警察に連絡して
開錠し倒れているのを確認したものである。

死亡時には区職員が対応し、葬儀は公費で実
施、残存家財処分は保証会社が行う。最期の
対応がなされる意味で一定の安心はあろう
が、介護保険利用で支援の対象外となるよう
に、死までの過程をケアする形とはなってい
ない。その部分までは住宅部局では対応でき
ず、福祉にまかせるという形と思われる。 
 
③考察 
 ＮＰＯや行政による支援があることで、親
族等との関係がなく、転居に伴い地域との関
わりの薄い高齢者についても、一定の安心を
得ながら地域で居住できる環境が出来てい
るといえる。しかし、賃貸住宅という事情や
支援側の労力の問題もあり、亡くなるまで地
域で暮らせるだけの支援は出来ていない。 
 本事例では困難を抱えた高齢者が多く、そ
の時点で住める場所を探すことが優先され
る面もあり、その後亡くなるまでの暮らしを
どうするか，地域社会とどうつきあうかまで
を考えるのは難しい。賃貸住宅に転居する高
齢者を地域がコミュニティの一員として受
け入れて支える仕組みも必要と思われる。 
 
（２）在宅高齢者の自然発生的交流空間に関
する調査 
①津山市における自然発生的交流空間 
 岡山県津山市中心市街地において高齢者
の外出行動を事前調査することにより、高齢
者が自然発生的に集まり交流する場となっ
ているＭ玩具店を調査対象に選定し、1 事例
における質的研究を実施した。 
2-1-1 Ｍ玩具店の商店機能と交流空間 
 Ｍ玩具店は商店街アーケードに面してお
り、玩具・季節商品（盆提灯、雛人形、羽子
板等）・手作り手芸品の販売を行いながら、
来訪者が店内中心にあるテーブル周りのイ
スに座って会話する様子や、立ち話をする様
子が多数見られる、所謂昔ながらの玩具店で
ある。 
 調査期間中 10 日間のＭ玩具店来訪者（延
べ 53 人）の過ごし方と交流相手を[図 2-1]
に示す。滞在は 15 分未満から長いものでは 3
～4 時間に及ぶ。イスに座っての滞在が多く
見られるが（「イスに座って会話のみ」と「イ
スに座って会話＋手芸品作成」で 80％）、立
ったままでの会話も見られる（20％）。交流
相手に関しては、ほぼ全員の来訪者（96％）
にＭ夫人との交流が見られ、Ｍ店主と交流し
た来訪者は約 4 割であった。 
 2009 年 12 月 3 日～6 日における主な滞在
場所割合を[図 2-2]に示す。買い物客は子供
客の場合は 9割近く店内の商品棚周辺に滞在
しているが、大人客は店先（20％）、店中
（38％）、店奥（42％）に分散して滞在する
傾向が見られる。来訪者の多くを占める「長
期（15 分以上）滞在」の来訪者は全てテーブ 
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図 2-1 来訪者の過ごし方と交流相手 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-2 主・来訪者・買い物客の滞在場所 

ルまわりのイスに座って交流しており、テー
ブルまわりが主要な交流空間になっている
ことがわかる。「短期（15 分未満）滞在」の
来訪者には店中の商品棚周辺や店先での立
ち話も見られる。Ｍ店主・Ｍ夫人をみると、
テーブルまわりでの滞在はＭ夫人が多く、Ｍ
夫人が交流の主要な役割を担っていること
がわかる。Ｍ店主はレジカウンターでの滞在
が多く、交流中心のＭ夫人と比べＭ店主は商
店機能の維持が中心となっている。また、来
訪者の滞在する空間と買い物客の滞在する
空間の間には物理的な隔たりはなく、緩やか
に使い分けられながら両立している実態が
明らかになった。 

2-1-2 Ｍ店主・Ｍ夫人と来訪者の行為関係 
 Ｍ店主・Ｍ夫人と来訪者の行為の関係性に
ついては来訪者への飲食の提供、オープンな
空間の提供等の来訪者に対する行為と、手芸
品制作の手伝い等の来訪者からＭ店主・Ｍ夫
人への行為の両者が確認できた。来訪者は高
齢者がほとんであり、高齢者は相手から何か
をしてもらう（支援を受ける）だけの存在に
なりがちであるが、ここではしてもらうだけ、
またはしてあげるだけという一方的行為だ
けではなく双方向の関係性が成立している。 
2-1-3 来訪者個人からみる交流空間 
 ここでは t3 さん（83 歳女性）へのインタ
ビューより、交流履歴と交流空間の在り様に
ついて検討する。T3 さんは他の活動を通して
Ｍ店主と知り合いＭ玩具店を訪れるように
なった。その後、Ｍ店主やＭ夫人との交流だ
けではなくＭ玩具店に出入りすることによ
り、他の来訪者とも知り合い交流するように
なり、その交流はＭ玩具店外の交流にも派生
している。こうした事例は他の来訪者にも該
当しており、Ｍ玩具店は来訪者により多くの
外出機会と交流機会を与える場になってい
る。こうした空間があることで高齢者の日常
生活の中で自然と交流が増えることにつな
がっており、自然発生的な交流の場を高齢者
が複数持つことは極めて重要であると考え
られる。 
 
②考察 
 地方都市中心市街地の個人商店Ｍ玩具店
が高齢者の自然発生的交流の場となってい
る実態について明らかにした。商店機能と交
流機能をＭ店主とＭ夫人が役割分担するこ
とで円滑に機能させており、そこには一般的
な高齢者サービスで多く見受けられるサー
ビスを受給する側・提供する側という固定的
関係ではなく、相互に受給し提供するという
多様な関係性の中で人間関係が構築されて
いる。こうした豊かな人間関係は広がりを持
ち来訪間の店外での交流まで派生している
ことは評価すべき事象である。 
高齢者の豊かな地域での生活、社会参加機

会を担保する上でＭ玩具店のように自然発
生的・自発的に集まり交流可能な場所を発見
し高齢者に対して情報発信することは重要
であると考える。 
 
（３）在宅看取りを行った家族による在宅看
取り事後評価調査 
①伊丹市における在宅看取り事後評価 
 兵庫県伊丹市において医療法人社団Ｏ（以
下：法人Ｏ）の協力を得、法人Ｏが提供する
在宅医療・看護・介護サービスを受け在宅看
取りを行った 28 家族を対象にアンケート調
査・インタビュー調査を実施し、在宅看取り
に関する事後評価調査を実施した。 
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3-1-1 患者属性 
 平成 20 年 1 月～12 月までに法人ＯのＫ事
業所が提供する在宅医療・看護・介護サービ
ス及び小規模多機能型居宅介護施設Ｎケア
センターを利用し亡くなった 32 人が調査対
象となった。調査対象者にアンケート調査用
紙を郵送配布し 28 部を回収しカルテなど法
人Ｏで保管されている資料の開示許可を 25
家族から受けた。アンケート及びカルテなど
より明らかになった患者属性を[表 3-1]に示
す。男女の内訳は男性 20 人と女性 8 人とな
っており男性の方が多い。情報の開示許可を
得た 25人の死亡時の平均年齢は 72歳となっ
ている。死因では癌が最も多く 21 人となっ
ており、老衰 3人、心筋梗塞 1人となってい
る。癌患者が多いことから死亡時の年齢は 49
歳から 100歳と非常に年齢幅が大きい結果と
なっている。法人Ｏのサービス提供を受けた
期間は最短で 5 日から最長で 2303 日とサー
ビス受給期間には差があることがわかる。調
査対象者で情報開示許可を受けている 25 人
のサービス受給期間は 237 日となっており、
8 か月程度の在宅サービスの提供を受け死に
至っている。死因が癌であった 21 人のサー
ビス受給期間は約 70 日であり、老衰などが
死因の事例と比較するとサービス受給期間
が圧倒的に短くなる傾向がある。 
3-1-2 アンケート回答者属性 
 亡くなった患者とアンケート用紙回答者
の関係は、患者の妻が 15 人と最も多く半数
を超えている。次いで息子や娘などの実子が
7 人、夫 3 人、実子の配偶者 3 人となってい
る。今回の調査では独居の患者が自宅で死を 

表 3-1 患者属性 

迎えた事例は存在しなかった。事例数が少な
いため仮説の域を超えないが、男性が末期癌
であることが判明し妻が健在で本人が在宅
看取りを希望した場合、在宅看取りが実施さ
れる可能性が高いことが推測される。 
3-1-2 自宅間取りと部屋の状況 
 在宅看取りを実施した自宅の間取りにつ
いては 3DK と 3LDK の間取りが最も多くそれ
ぞれ 5件、次いで 4LDK が 4件となっている。
2DK や 9LDK という回答もあり、自宅の大きさ
や規模が在宅看取りの実施にさほど影響を
及ぼさないことが考えられる[図 3-1]。 

図 3-1 自宅の間取り 

 自宅の所有形態については土地建物所有
の一戸建て住宅が最も多く 22 件、区分所有
形式の集合住宅 2 件、賃貸形式の集合住宅 3
件、賃貸戸建 1件となっており、土地建物を
所有している場合が大多数であった。一方で
集合住宅や賃貸住宅でも少数ながら在宅看
取りは実施されており、土地建物所有の一戸
建て住宅が最も在宅看取りしやすいのであ
ろうが、賃貸住宅や集合住宅でも在宅看取り
が実施可能であることが判明した。また、看
取り時に使用した部屋の大きさは 4.5畳以上
～6 畳未満が 9 件、6 畳以上～8 畳未満が 15
件、8 畳以上が 4 件となっており、6 畳程度
の部屋を確保できれば在宅看取りを実施で
きるスペースになり得ることがわかった。た
だし、広さについてやや狭かったと答えた家
族が 13 人いることから、十分なスペースを
確保するためには 8畳以上の部屋の確保が望
ましいようである。 
3-1-3 在宅看取りの状況 
 自身の身体状況についての理解は「よく理
解していた」11 件、「おおむね理解していた」
14件となっており9割の方は病状を理解し自
宅に戻っている。残された時間を自宅で過ご
すため、すなわち死に場所を自宅と定めた結
果の行為であると考えられる。 
 自身の病状を把握し、自宅で亡くなるべく
決意を持って在宅療養が始まるのであるが、
家族がどのように受け止めているのかとい
うと「家族も最初から自宅療養を望んでいた
ので負担は覚悟していた」12 件、「介護に不
安はあったが本人が望んでいるので頑張ろ
うと思った」9 件となっており、家族もある
種の決意をして負担を覚悟の上で自宅に戻
っている状況がうかがえる。 
 こうして本人と家族の決意の下、法人Ｏの

No. 氏名 年齢 開始時期 死亡日時
サービス

提供期間
死因 事業所

アン

ケート

インタ

ビュー
カルテ

1 M1 66 2007/12/12 2008/4/3 114日 中咽頭癌
K・Nケアセ
ンター

○ ○ ○

2 M2 70 2008/4/4 2008/4/11 8日 胃癌 K ○ × ○

3 M3 71 2008/3/28 2008/4/23 27日 大腸癌 K ○ × ○

4 W1 87 2008/4/17 2008/4/28 12日 老衰
居/A苑

看・介/K
○ × ○

5 M4 69 2008/4/2 2008/5/6 35日 胃癌 K ○ ○ ○

6 W2 49 2007/12/4 2008/5/25 174日
肺癌(扁平

上皮癌)
K ○ ○ ○

7 M5 77 2008/5/9 2008/6/2 25日 S状結腸癌 K ○ ○ ○

8 M6 69 2008/6/2 2008/6/6 5日
肝不全・肝

癌
K ○ ○ ○

9 W3 82 2007/9/12 2008/6/9 271日 膵臓癌 K ○ × ○

10 W4 95 2005/1/17 2008/6/16 1247日 心筋梗塞 K ○ × ○

11 M7 77 2008/6/4 2008/6/20 17日 肺癌 K ○ × ○

12 W5 99 2005/9/12 2008/2/20 893日 老衰 K ○ ○ ○

13 M8 64 2008/2/18 2008/7/16 151日 膵臓癌 K ○ ○ ○

14 M9 72 2008/6/18 2008/7/23 36日 肺癌 K ○ × ○

15 M10 76 2008/7/15 2008/7/30 16日
食道癌　上

行結腸癌
K ○ × ○

16 M11 61 2008/8/5 2008/8/11 7日 前立腺癌 K ○ × ○

17 M12 69 2008/6/26 2008/8/26 62日 食道癌 K ○ × ○

18 W6 100 2002/5/28 2008/9/15 2303日 老衰 K ○ × ○

19 M13 54 2007/12/28 2008/9/29 277日 肺癌 K ○ × ○

20 M14 64 2008/10/31 2008/12/27 58日 肝臓K K ○ × ○

21 W7 87 2008/1/17 2008/3/28 72日 全縦隔腫瘍
居/H

看・介/K
○ × ○

22 M15 66 2008/7/26 2008/10/5 72日
スキルス

胃癌
K ○ × ○

23 M16 62 2008/10/30 2008/11/10 12日
非ホジキン

リンパ腫
K ○ × ○

24 M17 52 2008/11/18 2008/11/22 5日 肝癌 外来・K ○ ○ ○

25 M18 － － － － － － ○ × ×

26 M19 － － － － － － ○ × ×

27 W8 62 2007/12/16 2008/1/19 35日 大腸癌
K・Nケアセ
ンター

○ ○ ○

28 M20 － － － － － － ○ × ×

注）　事業所欄のKは法人Oの在宅事業部Kより在宅サービスを受けた事例である。居宅サービスを他事業所などで受けK事

業が訪問サービスを実施した場合は居/○○、看・介/Kなどの表記になる。Nケアセンターは法人Ｏが運営する小規模多機

能施設を利用した事例である。
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在宅サービスを受け在宅療養はスタートす
る。在宅療養時の家族の介護負担感及び看護
負担感については調査を実施しているが、所
謂 3大介助（入浴・排泄・食事）の負担が大
きいようである。紙面の都合上、個別の介
護・看護負担感については省略する。 
3-1-4 在宅看取り事後評価 
 先述したが調査対象となった方の多くは
末期癌であるため、法人Ｏのサービス提供を
受け平均すると 70 日程度の自宅療養後に死
の帰結を迎える。看取りを行った家族に当時
を振り返ってもらい、在宅看取りを事後評価
した結果が[図 3-2]である。 

図 3-2 在宅看取り事後評価 

 「良かった」16 件、「ある程度良かった」9
件、「あまり良くなかった」1 件、「どちらで
もない」2 件となっており、在宅看取りを経
験した家族の大多数は在宅で看取りを行っ
たことを評価していることがわかる。評価し
ている理由としては「本人が家に戻りたいと
言っていたので本人の望みが叶えられた」16
件、「本人の表情が豊かになり生き生きとし
た」7件、「家族だけの時間を多く持てるよう
になった」8 件などの理由が多く上げられて
おり、残され時間に自宅に戻ることができ本
人の望みが叶えられたことや家族との絆が
強まったことなどが理由のようである。 
 
②考察 
 兵庫県伊丹市に所在する法人Ｏの協力を
得、事例数は少ないものの在宅看取りを実施
した家族を調査対象に在宅看取りの実態と
在宅看取りの事後評価を行った。 
 死に行くというある種の覚悟と決意を持
って本人と家族は自宅療養を開始している。
調査結果より住宅の規模や部屋の大きさな
ど自宅の物理的環境は在宅看取りを実施す
るかどうかという決定に大きな影響を及ぼ
していないようである。自宅での在宅看取り
は家族の負担は大きいようであるが、一方で
亡くなりゆく本人の望みを叶えることがで
き、家族の絆が強まったなどを理由に在宅看
取りを高評価する家族が多い実態を明らか
にした。今回の事例では独居高齢者は存在せ
ず、法人Ｏも独居高齢者を自宅で看取るのは
難しいと感じている。独居高齢者の看取りの
在り様についても考察を深める必要がある。 
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